
1. 諸外国の教育動向：PISA 調査に見る日本の立ち位

置 

OECD が実施する国際学習到達度調査（PISA 2022）において、日本は数学・読解・

科学の全分野で世界トップレベル（数学 5位、読解 3位、科学 2位）に位置していま

す。特に数学ではシンガポール、マカオ、台湾などアジア圏が上位を独占する傾向に

あります。 

ここで注目すべきは、かつて「教育世界一」と謳われたフィンランドの衰退です。最新

データでは日本を大きく下回る順位に転落しています。その要因として、数学に対す

る不安が極端に少ない（真剣に学問に向き合えていない可能性）ことや、授業中に教

師の話を聞かない生徒の割合が高いといった課題が浮き彫りになっています。対照

的に、全分野 1位のシンガポールは、厳しい選抜試験（PSLE）による競争がある一方

で、学校教育では「TLLM（Teach Less, Learn More）」というゆとりを重視し、探究学習

を充実させるという、公教育と私教育の使い分けが奏功しています。 

2. 「探究」概念の再検討：方法論の重要性 

日本で推進される「探究」は、往々にして「正解のない問い」や「実社会の課題」を扱う

ことと定義されます。しかし、国際的な「インクワイアリー・ベースド・ラーニング（IBL）」

の視点で見れば、単なる体験学習ではなく、**科学的な方法論（エビデンスの収集、

分析、検証の手順）**が不可欠です。 

理科教育の段階（レベル 1：確認 〜 レベル 4：オープンな探究）に当てはめると、日

本の現状は「教科書の結果を確認するだけのレベル 1」か「方法論の蓄積がないまま

自由に行うレベル 4」の両極端に振れる傾向があります。理想は、各教科で学ぶ方法

論（ミキ）と総合的な学習（枝葉）がシームレスにつながる姿です。 

3. 「主体性」から「エージェンシー」へ 

日本では「主体性」が重視されますが、若者の意識調査では「自分に社会を変える力

がある」と答える割合が諸外国に比べ極端に低いのが現状です。ここで OECD が提

唱する**「エージェンシー（Agency）」**という概念が重要になります。これは「変化を

起こすために、自ら目標を設定し、責任を持って行動する能力」を指します。 



「重いランドセル」や「危険な組み体操」といった身近な問題を、国や親に頼らず生徒

自身が先生と対話して解決しようとすることこそがエージェンシーの発揮です。ロジャ

ー・ハートの「参画のはしご」モデルが示すように、生徒を単なる「操作」の対象とする

のではなく、大人と対等な「共同エージェント」として意思決定に参画させることが、真

の主体性を育む鍵となります。 

4. カリキュラム・オーバーロードとコンピテンシー 

現代の教育は、AI、環境、人権など「〇〇教育」という追加要素により、教える内容が

過多になる「化石載状態（オーバーロード）」に陥っています。この解決策として、細か

い知識（コンテンツ）を網羅するのではなく、学問の核となる**「ビッグ・アイデア（根本

原理）」**を特定し、それを基に能力（コンピテンシー）を育む方向へ世界はシフトして

います。 

例えば、理科であれば「全ての物質は原子からできている」といった根幹を確実に押

さえることで、枝葉の知識を忘れても応用が効く教育を目指します。ただし、これには

「自分の専門教科は削れない」という各論反対を乗り越える、教科横断的な視点が必

要です。 

5. 結論：教育のニューノーマル 

これからの教育は、競争や管理（PDCA）を重視する「第 3の道」を超え、学校や教

師、生徒の自律性を尊重する**「第 4 の道」**へと向かいます。 

伝統的な教育が「教師から生徒への一方的なインプット」であったのに対し、ニューノ

ーマルでは、学校を地域社会というエコシステムの一環と捉え、生徒を能動的な参加

者として位置づけます。生徒と教師が共にエージェンシーを発揮し、学ぶプロセスそ

のものを評価する姿勢が、これからの世界標準となっていくでしょう。 

 


